拡張産業連関表による微細藻類バイオ燃料生産の経済・環境への波及効果分析 by 鷲津 明由 et al.


























鷲津 明由  中野 諭  新井 園枝 
古川 貴雄  白川 展之  林 和弘 
 
 本 DISCUSSION PAPERは、所内での討論に用いるとともに、関係の方々からのご意見をいただくこと
を目的に作成したものである。 





































DISCUSSION PAPER No. 126 
 
Economic and Environmental Impact Analysis of Biofuel Production from Micro Algae 
 by Extended Input-Output Table 
 
 
Ayu Washizu, Satoshi NAKANO, Sonoe ARAI, 




Science and Technology Foresight Center 
National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP) 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT) 
Japan 
 拡張産業連関表による微細藻類バイオ燃料生産の経済・環境への波及効果分析 
文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術動向研究センター 















Economic and Environmental Impact Analysis of Biofuel Production from Micro Algae 
by Extended Input-Output Table  
Ayu WASHIZU, Satoshi NAKANO, Sonoe ARAI,  
Takao FURUKAWA, Nobuyuki SHIRAKAWA Kazuhiro HAYASHI 




This study quantitatively analyzed the economic and environmental impacts of biofuel production from 
micro algae that attracts a great deal of attention from the aspects of environmental load and energy securi-
ty as well as petroleum exhaustion. For simplified photobioreactor (PBR) and large open pond models ex-
pected to become widespread, an analysis based on the extended input-output table estimated production 
inducement, employment inducement, energy consumption and CO2 emissions in terms of construction and 
operation of two types of the biofuel production systems. Estimation of the induced effects by industrial 
sectors revealed the characteristics and problems of the biofuel production systems, and quantitatively 
showed methods to reduce the cost and CO2 emissions in the biofuel production. Furthermore, a sensitivity 
analysis of the annual output and CO2 emissions by solid fuel, fertilizer and feed produced from residue in 
addition to biofuel was performed, in which parameters indicating growth rate and oil content of micro al-
gae were used. Consequently, the sensitivity analysis enabled to discuss research and development aiming 
to solve social problems based on quantitative evidence from the viewpoints of economic impact and envi-
ronmental load.  
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概要表 1  微細藻類バイオ燃料生産施設 
 
 








成長速度 [g/m2day] 73.5 31




稼動日数 [day] 365 330
水路の面積 [ha] 19 2,500
水路の深さ [m] 0.3 0.2







































CO2排出は間接 4 次以降に現れることから、鉄鋼を用いる様々な産業部門における CO2排出要因となっ
ていることが推測される。大規模開放池方式では、「その他の土木建設」部門において大量のセメントが


























(b) 大規模開放池方式 施設建設 
 
(c) 簡易 PBR 方式 経常運転 
 
(d) 大規模開放池方式 経常運転 
概要図 2  微細藻類バイオ燃料生産による産業部門別生産誘発額 










(b) 大規模開放池方式 施設建設 
 
(c) 簡易 PBR 方式 経常運転 
 
(d) 大規模開放池方式 経常運転 
概要図 3  微細藻類バイオ燃料生産施設建設による産業部門別 CO2 排出量 











































概要図 5 簡易 PBR 方式のバイオ燃料・残渣利用による単位面積当たりの年間生産額と微細藻類の成
長速度と油脂含有率の関係 
 





























































































業連関表を用いて、生産・雇用誘発と大気汚染物質(SO2, NOx, CO2 等)排出量の関係が分析された
                                                        
 
 





















ギー密度の関係から比較した結果を図 1.1 に示す。液体燃料の体積エネルギー密度は、Li イオン
電池等の蓄電池や圧縮水素、水素吸蔵合金に比べて高いことがわかる。Li イオン電池を用いた電
気自動車は一般に普及し、燃料電池自動車(Fuel Cell Vehicle: FCV)も今後の普及が期待されている。
水素はクリーンなエネルギーとして普及が期待されるが、液体燃料と比べて体積エネルギー密度
が低く、高圧低温の貯蔵タンクを使用しても、その容量が大きくなるという問題がある。例えば、















(microalgae)から製造される燃料が第 3 世代バイオ燃料とされている。 


































る。2050 年には、航空機部門の CO2排出量が運輸部門で最大の 40%を占めると予測されている[20]。 




                                                        
 
 
9 Enviromental Protection Agency 
10 Energy Independence and Security Act of 2007 
11 Renewable Fuel Standard 
12 Changes fot the Renewable Fuel Standard 
13 Directive 2003/30/EC of the European Parliament and of the Council of 8 May 2003 on the promotion of the use of 
biofuels or other renewable fuels for transport 
14 Directive 2009/28/EC of the European Parliament and of the Council of 23 April 2009 on the promotion of the use of 
energy from renewable sources and amending and subsequently repealing Directives 
15 Defence Production Act Title III, http://www.dpatitle3.com/ 




欧州では、EUがFlightpath 2050 という報告書[22]をまとめ、この報告書の中で、2000 年比で 2050
年には、航空機の 1 旅客km当たりのCO2 排出量を 75%削減し、NOxを 90%削減するという目標を
掲げている。また、7th Framework Programme (FP7)では、2008〜2012 年に約 9.7M[Euro]の予算で



















                                                        
 
 

















おらず、図 2.1 に示す様々な技術的選択肢が検討されている。 
 










































































2.2.1 簡易 PBR方式 











図 2.2  簡易 PBR 方式のバイオ燃量生産工程 
 
2.2.2 大規模開放池方式 





図 2.3  大規模開放池方式のバイオ燃量生産工程 
 
2.2.3 バイオ燃料生産方式の比較 
簡易 PBR 方式と大規模開放池方式について、バイオ燃料生産方式の条件を比較した結果を表 1
に示す。準開放系の簡易 PBR 方式の場合、大規模開放池よりもコンタミネーション等の問題が発
生しにくい。そのため、簡易 PBR 方式の場合、微細藻類の成長速度は大規模開放池方式の約 2.4
倍に設定され、油脂含有率も 5%高く設定されている[30,33]。その他、施設の規模が異なり、簡易
PBR 方式は水路の面積が 19[ha]であるが、大規模開放池方式は 132 倍の 2,500[ha]である。大規模
開放池方式のバイオ燃料の収量は、簡易 PBR 方式の 54 倍となる。 







表1  バイオ燃量生産方式とその条件 
  
簡易PBR 大規模開放池
成長速度 [g/m2day] 73.5 31




稼動日数 [day] 365 330
水路の面積 [ha] 19 2,500
水路の深さ [m] 0.3 0.2
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果（0.8102 乗）を仮定して、表 3.3 のように必要量を設定した。一方、施設経常運転資材につい
ては、施設の規模によって資材の種類が変わることはなく、それらの必要量は収穫量に応じて変








施設建設費用 IOコード IO部門 金額[百万円]
土地改良 4132099 その他の土木 9.00
土木工事 4132099 その他の土木 4.50
プール施工 58.50
ビニールシート 2211011 プラスチックフィルムシート 40.95
ポリエチレンチューブ 2211016 プラスチック製容器 17.55
吸気ポンプ 3019011 ポンプおよび圧縮機 18.00
ポンプ 3019011 ポンプおよび圧縮機 4.50
油分抽出装置 3022011 化学機械 13.50
濾過装置 3022011 化学機械 13.50
水質浄化装置 3022011 化学機械 6.80
タンク 2899021 金属製容器および製缶板金製品 4.50
計量分流装置 3719021 分析器・試験機・計量器・測定器 9.00
攪拌機 3022011 化学機械 6.80
制御システム 8.60
コンピュータ 3331011 パーソナルコンピュータ 0.50
ソフトウェア 7331011 ソフトウェア業 8.10
準備棟 31.50
アクリルチェンバー 2211016 プラスチック製容器 5.00
建屋 4112021 非住宅建築(非木造) 26.50
変換器 2622012 特殊鋼鋼管 2.30















運転費用 IOコード IO部門 金額[百万円]





曝気用電力 5111001 事業用電力 25.30
濾過用電力 5111001 事業用電力 3.30
油分抽出 5111001 事業用電力 10.60
室内制御 5111001 事業用電力 2.30
土地賃貸費用 IO部門の対象外* 14.50
保守 22.00
機械補修費 8515101 機械修理 16.50




施設建設費用 IOコード IO部門名 金額[百万円]
土地造成 4132099 その他の土木 477
開放池の造成 4132099 その他の土木 21,816
水掻車 3011031 原動機 752
散布装置 3019011 ボンプおよび圧縮機 1,908
沈殿漕 4132099 その他の土木 1,336
凝集・遠心分離・油分抽出装置 3022011 化学機械 2,767






建物・道路・排水路 4112021 非住宅建築(非木造) 382
電力インフラ 4132021 電力施設建設 382
予備発電機 3211011 発電機器 2,708
機械・器具 3919021 機械工具 95
土地 IO部門の対象外* 301









運転費用 IOコード IO部門 金額[百万円]





曝気用電力 5111001 事業用電力 675.50
濾過用電力 5111001 事業用電力 165.60
油分抽出 5111001 事業用電力 531.80
室内制御 5111001 事業用電力 54.90
土地賃貸費用 IO部門の対象外* 487.40
保守 524.90
機械補修費 8515101 機械修理 393.70


















表4.1  バイオ燃料生産施設建設と経常運転による生産誘発の直接・間接効果 
 
 











[百万円] [百万円/ha] [百万円] [百万円/ha] [百万円] [百万円/ha]
施設建設 200.0 10.5 304.9 16.0 504.9 26.6 2.525
経常運転 254.4 13.4 233.8 12.3 488.2 25.7 1.919
施設建設 38921.4 15.6 71332.7 28.5 110254.0 44.1 2.833

















































と図 4.4 に示す。図 4.3 と図 4.4 の上段に簡易 PBT 方式の生産誘発額、下段に大規模開放池方式
の生産誘発額をまとめ、産業部門別の間接効果は、間接1〜3次と間接4次以降に分けて図示した。 
簡易 PBR 方式の施設建設による産業部門別生産誘発額 (図 4.3(a))を見ると、1. プラスチック製
品、2. 卸売、3. 非住宅建築(非木造)、4. 化学機械、5. その他の土木建設などの部門で生産誘発
額が大きい。生産誘発額の大きな部門は、建設資材となる 1. プラスチック製品、4. 化学機械、







大規模開放池方式の施設建設による産業部門別生産誘発額 (図 4.3(b))を見ると、1. その他の土
木建設部門が突出して大きく、2. 卸売、3. 建設用金属製品、4. 金融、5. 物品賃貸業(除自家輸送)
などの部門がこれに続く。表 3.3 の大規模開放池の施設建設費用推計によれば、施設建設にかか
る直接費用の約 73%が土木建設の費用であるため、土木工事に関係する生産誘発が大半を占める
ことになる。1. その他の土木建設と、建設資材の 6. 化学機械、10. 回転電気機器、11. ポンプ及
び圧縮機は間接 1 次効果が大きく、資材からの波及した 3. 建設用金属製品、土木建設から波及し
た 9. 土木建築サービスは間接 2 次効果が大きい。また、様々な財・サービスの取引によって生じ
る 2. 卸売、4. 金融、5.物品賃貸業(除貸自動車)、7. 道路貨物輸送(除自家輸送)では、間接 2 次以
降の波及が大きいことがわかる。大規模開放池方式の場合、簡易 PBR 方式と比較して 15. プラス
チック製品の生産波及額が小さく、土木建設による 13. セメント製品の生産誘発額が大きくなる。 
簡易 PBR 方式の経常運転による産業部門別生産誘発額 (図 4.4 (a))を見ると、発電部門の 1. 事





電源構成によっては、1. 事業用火力発電、2. 事業用原子力発電、5. 水力・その他の事業用発電
などの部門間の比率が変化する。簡易 PBR 方式の経常運転の場合、6. 卸売、8. 金融のように間
接 2 次以降の間接効果が大半を占める部門も含まれるが、全体としては、間接１次効果の比率が
高く、施設建設のように生産誘発が波及しないことがわかる。 











(a) 簡易 PBR 方式 
 
(b) 大規模開放池方式 
図 4.3 微細藻類バイオ燃料生産施設の建設による産業部門別生産誘発額 






(a) 簡易 PBR 方式 
 
(b) 大規模開放池方式 
図 4.4  微細藻類バイオ燃料生産施設の経常運転による産業部門別生産誘発額 












表4.2  施設建設と経常運転による雇用誘発 
 
 















[人] [人/ha] [人] [人/ha] [人] [人/ha]
施設建設 7.4 0.389 16.7 0.879 24.1 1.268 3.257
経常運転 10.0 0.526 7.5 0.395 17.5 0.921 1.750
施設建設 464.4 0.186 4,816.7 1.927 5,281.1 2.112 11.372














































と図 4.8 に示す。図 4.7 と図 4.8 の上段に簡易 PBT 方式の雇用誘発数、下段に大規模開放池方式
の雇用誘発数をまとめ、産業部門別の間接効果は、間接1〜3次と間接4次以降に分けて図示した。 
簡易 PBR 方式の施設建設による産業部門別雇用誘発数(図 4.7 (a))を見ると、1. 非住宅建築(非木
造)、2. プラスチック製品、3. その他の土木建設、5. 土木建築サービスなどの部門で雇用誘発数
の大きいことがわかる。雇用誘発数の大きな部門は、建設作業に対応する 1. 非住宅建築(非木造)、
4. その他の土木建設、5. 土木建設サービスと、簡易 PBR、及び、予備培養装置を構成する 3. プ
ラスチック製品、7. 化学機械などに大別される。1. 非住宅建築(非木造)と 4. その他の土木建築





木建設部門が突出して大きく、2. 卸売、3. 道路貨物輸送(除自家輸送)、4. 土木建築サービス、5. 
建設用金属製品などの部門がこれに続く。1. その他の土木建設、10. 化学機械、11. 回転電気機
械、18.非住宅建設(非木造)、19. 電力施設建設は間接 1 次効果が大半を占め、5. 建設用金属製品、
12. セメント製品、22.生コンクリートは間接 2 次効果が大半を占める。 
簡易 PBR 方式の経常運転による産業部門別雇用誘発数(図 4.8 (a))を見ると、1. 機械修理、2. 道
路貨物輸送(除自家輸送)、3. 建設補修、4. 事業用火力発電、5. その他の他意事業所サービス、6. 
卸売といった部門が大きい。発電部門の 4. 事業用火力発電、8.事業用原子力発電、14. 水力・そ
の他の事業用発電は間接 1 次効果が大半を占めている。また、3. 建設補修は間接 2 次効果の比率
が高いという特徴がある。 
大規模開放池方式の経常運転による産業部門別雇用誘発数(図 4.8 (b))をみると、1. 上水道・簡













(a) 簡易 PBR 方式 
 
(b) 大規模開放池方式 
図 4.7 微細藻類バイオ燃料生産施設建設による産業部門別雇用誘発数 




(a) 簡易 PBR 方式 
 
(b) 大規模開放池方式 
図 4.8  微細藻類バイオ燃料生産施設の経常運転による産業部門別雇用誘発数 




























































[GJ] [GJ/ha] [GJ] [GJ/ha] [GJ] [GJ/ha]
施設建設 5.70E+00 3.00E-01 6.01E+03 3.16E+02 6.02E+03 3.17E+02 1,056
経常運転 0.00E+00 0.00E+00 4.38E+04 2.30E+03 4.38E+04 2.30E+03
施設建設 3.55E+02 1.42E-01 1.37E+06 5.49E+02 1.37E+06 5.49E+02 3,866















図 4.11 と図 4.12 に示す。図 4.11 と図 4.12 の上段に簡易 PBT 方式のエネルギー消費量、下段に大
規模開放池方式のエネルギー消費量をまとめ、産業部門別の間接効果は、間接 1〜3 次と間接 4
次以降に分けて図示した。 
簡易 PBR 方式の施設建設による産業部門別エネルギー消費量(図 4.11 (a))を見ると、1. 事業用






きく評価されたと考えらえる。また、11. 交換、17. 非住宅建築(非木造)、19. その他の土木建設
を除くと、全体に間接 1 次効果の占める比率が低いことから、全体としては、2. 銑鉄や 6. 石油
製品に代表される素材や原料に関する部門のエネルギー消費量が大きい傾向が見られる。 
大規模開放池方式の施設建設による産業部門別エネルギー消費量(図 4.11 (b))を見ると、1. 銑鉄、





簡易 PBR 方式の経常運転による産業部門別エネルギー消費量(図 4.12 (a))を見ると、1. 事業用
火力発電、2. 事業用原子力発電、3. 水力・その他の事業用発電の発電部門が突出して大きい。電
源構成については、前述したように将来は火力、原子力、水力、その他の事業用発電の比率が変














(a) 簡易 PBR 方式 
 
(b) 大規模開放池方式 
図 4.11  微細藻類バイオ燃料生産施設建設による産業部門別エネルギー消費量 





(a) 簡易 PBR 方式 
 
(b) 大規模開放池方式 
図 4.12  微細藻類バイオ燃料生産施設の経常運転による産業部門別エネルギー消費量 































表4.4  バイオ燃料生産施設建設と経常運転によるCO2排出誘発の直接・間接効果 
 





接効果は 0 である。 
[t-CO2] [t-CO2/ha] [t-CO2] [t-CO2/ha] [t-CO2] [t-CO2/ha]
施設建設 4.00E-01 2.11E-02 4.59E+02 2.41E+01 4.59E+02 2.42E+01 1186
経常運転 0.00E+00 0.00E+00 2.49E+03 1.31E+02 2.49E+03 1.31E+02
施設建設 2.40E+01 9.59E-03 1.22E+05 4.87E+01 1.22E+05 4.87E+01 5084






















図4.14  バイオ燃料施設建設と経常運転による年間CO2排出誘発 
 
4.4.3 産業部門別分析 
微細藻類バイオ燃料生産施設の建設、及び、経常運転による産業部門別の CO2 排出量を図 4.15
と図 4.16 に示す。図 4.15 と図 4.16 の上段に簡易 PBT 方式の CO2 排出量、下段に大規模開放池方
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式の CO2排出量をまとめ、産業部門別の間接効果は、間接 1〜3 次と間接 4 次以降に分けて図示
した。 
簡易 PBR 方式の施設建設による産業部門別エネルギー消費量(図 4.15 (a))を見ると、1. 銑鉄、
2. 事業用火力発電、3. 自家輸送(旅客自動車)、4. セメント、5. 自家発電などの部門で CO2 排出
量が大きい。簡易 PBR 方式の施設建設による CO2 排出量は、製鉄、発電、輸送、セメント等の
産業部門で大きい。ただし、輸送部門の場合、輸送を必要とする各種産業部門の CO2排出量が集
積されるため、輸送部門の CO2排出量が大きく評価される傾向がある。1. 銑鉄は間接 4 次以降の
CO2 排出量が大半を占めている。CO2排出量の間接 1 次効果が大きい部門は、3. 自家輸送(旅客自
動車)、2. 事業用火力発電、6. 自家輸送(貨物自動車)、7. 道路貨物輸送(除自家輸送)、11. 鋼管な
どであるが、全体としては間接 2 次以降の CO2 排出量比率が高い。 
大規模開放池方式の施設建設による産業部門別エネルギー消費量(図 4.15 (b))を見ると、1. セメ
ント、2. 銑鉄、3. 事業用火力発電、4. その他の土木建設などの部門が大きい。大規模開放池方
式の施設建設の場合、簡易 PBR 方式と同様に製鉄、発電、輸送、セメント等の部門の CO2 排出
量が大きいが、1. セメントの CO2 排出量が最も大きいという点で異なる。大規模開放池方式の場
合、微細藻類を培養する開放池の土木工事から波及した部門で多くの CO2が排出されことがわか
る。 
簡易 PBR 方式の経常運転による産業部門別 CO2 排出量(図 4.16 (a))を見ると、1. 事業用火力発
電が突出して大きく、2. 道路貨物輸送(除自家輸送)、3. 銑鉄がこれに続く。1. 事業用火力発電の
間接 1 次の CO2排出量が大半を占めることから、CO2排出量を削減するには、再生可能エネルギ
ー発電の比率を増やすなどの対策が必要と考えられる。 
大規模開放池方式の経常運転による産業部門別エネルギー消費量(図 4.16 (b))をみると、1. 事業
用火力発電が突出して大きく、2. 自家発電、3. 石油製品、4. 銑鉄がこれに続く。発電部門が大
半を占める点は、簡易 PBR 方式と共通している。これらの結果から、バイオ燃料生産施設の経常













(a) 簡易 PBR 方式 
 
(b) 大規模開放池方式 
図 4.15  微細藻類バイオ燃料生産施設建設による産業部門別 CO2排出量 






(a) 簡易 PBR 方式 
 
(b) 大規模開放池方式 
図 4.16  微細藻類バイオ燃料生産施設の経常運転による産業部門別 CO2 排出量 
































































4.5.3 生産誘発効果と CO2排出誘発効果 





接効果を合わせた CO2排出量は、大規模開放池方式(□)が簡易 PBR方式(□)の 2.01倍と推計された。 
(b) 経常運転 
CO2 排出量[t-CO2/ha]は間接効果(■-□,■-□)が大半を占める。直接・間接効果を合わせた CO2 排出量





施設建設による短期的な経済効果が大きく、かつ、継続的な CO2 排出量が少ないという点で簡易 PBR
方式よりも優れている。ただし、大規模開放池方式は立地条件の制約があるため、我が国においてバイ






























































は間接 4 次以降に現れることから、微細バイオ燃料生産以外の施設建設でも CO2排出に大きな影響を
与えていることがわかる。したがって、施設建設における CO2排出量削減には、銑鉄における CO2排出
量削減が最優先課題となる。経常運転による CO2 排出は、施設建設のように建設期間に限定されず継




















𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 (5.1) 




𝑃𝑜𝑜𝑎 = 𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝐶𝑜𝑜𝑎𝐶𝑜𝑜𝑎 = 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐶𝑜𝑜𝑎𝐶𝑜𝑜𝑎 (5.2) 
バイオ燃料生産により発生する残渣の年間生産量𝑃𝑠𝑜𝑎𝑜𝑠 [kg/year]は、微細藻類の年間生産量
𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎[kg/year]、有機物含有率𝐶𝑜𝑜𝑎[%]、油脂含有率𝐶𝑜𝑜𝑎[%]、損失𝐿[%]により 





















表 5.1  微細藻類・バイオ燃料・残渣の年間生産量推計の条件 
  簡易 PBR 方式 大規模開放池方式 
水路の面積 
 
𝐴[m2] 1.9×105 2.5×107 
水路の深さ 𝐴[m] 0.3 0.2 
施設の年間稼動日数 𝐴[day] 365 330 
微細藻類の密度 𝐴[kg/m3] 3.5 3.5 
有機物含有率 𝐶𝑜𝑜𝑎[%] 98 98 
損失 𝐿[%] 5 5 
 
 
(a) 簡易 PBR 方式 バイオ燃料 
 





(c) 簡易 PBR 方式 残渣 
 













の生産者価格 107[円/L]を用い、バイオ燃料の比重を 1 として単位重量バイオ燃料生産者価格を
107[円/kg]とした。残渣を成形した固形燃料は、おが屑を成形したオガライトと同等の発熱量があ
ると仮定した。オガライトの発熱量が石炭の約 60%であることから、固形燃料の価格は石炭の生















りも簡易 PBR 方式が高い結果となっている。 
図 5.3 に、バイオ燃料と残渣利用による単位面積当たり年間生産額と微細藻類の成長速度、油





















(a) バイオ燃料 簡易 PBR 方式 
 
(b) バイオ燃料 大規模開放池方式 
 
 





(a) 固形燃料 簡易 PBR 方式 
 




(c) 肥料 簡易 PBR 方式 
 




(e) 飼料 簡易 PBR 方式 
 




































 バイオ燃料・固形燃料・肥料・飼料の CO2排出削減量 5.4
微細藻類は成長する過程で大気中の CO2が固定するため、微細藻類生産により CO2 削減効果が
得られる。表 5.3 に示す CO2排出削減量を用いて、バイオ燃料による単位面積当たりの年間 CO2
排出削減量と残渣から得られる固形燃料、肥料、飼料による単位面積当たりの年間 CO2 排出削減
量を推計する。表 5.3 の CO2排出削減量は、国立環境研究所「産業連関表による環境負荷原単位




排出量を掛け合せて 3.386[kg-CO2/kg]とした。固形燃料の CO2排出削減量は、石炭の CO2排出削減量
2.368 [kg-CO2/kg]の 60%である 1.427[kg-CO2/kg]と仮定した。肥料の CO2排出削減量は、有機質肥料
(除別掲)の CO2 排出削減量である 0.05688[kg-CO2/kg])とし、飼料の CO2 排出削減量は 0.07723 
[kg-CO2/kg]した。 










式よりも簡易 PBR 方式が高くなっている。 
図 5.7 に、単位面積当たりのバイオ燃料と残渣利用による年間 CO2排出削減量と微細藻類の成
長速度、油脂含有率との関係を示す。図 5.7 には、バイオ燃料+固形燃料、バイオ燃料+肥料、バ










表 5.3  単位重量のバイオ燃料・固形燃料・肥料・飼料による CO2排出削減量 









(a) 簡易 PBR 方式 バイオ燃料 
 











(a) 簡易 PBR 方式 固形燃料 
 




(c) 簡易 PBR 方式 肥料 
 




(e) 簡易 PBR 方式 飼料 
 
(f) 大規模開放池方式 飼料  

























































(3) 残渣利用を含むバイオ燃料生産による CO2 排出削減量の向上 
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